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東京商工会議所品川支部では、毎年、中小企業振興施策に関する要望を

とりまとめており、品川区および東京都、国の中小企業支援施策に対す

る要望策定に活かすことを目的とする。

東京商工会議所品川支部会員事業者 １６５３事業所

２０２４年１２月２３日～２０２５年１月２０日

８５件（回答率5.1％）

調査概要

調査目的：

調査対象：

調査期間：

回答数：

【業種】回答企業の属性： 【従業員数】

①

製造業, 

24.7%

建設業, 

18.8%
卸売業, 

15.3%
小売業, 2.4%

サービス業, 

38.8%

５人以下, 

18.8%

６～２０人, 

27.1%

２１～５０人, 

16.5%

５１～１００

人, 8.2%

１０１人以上, 

29.4%
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大幅悪化

の見込み, 

2.4%
悪化見込

み, 18.8%

今期（2024年1‐12月期）

と同水準, 60.0%

好転見込

み, 18.8%

大幅好転

の見込み, 

0.0%

＜問１＞２０２４年１ー１２月の業績見込み

業績見通し（2024年、2025年）

＜問２＞２０２５年１ー１２月の業績見込み

回答数＝85

【単一回答】 【単一回答】

②

回答数＝85

大幅悪化の

見込み, 2.4%

悪化見込み, 

17.6%

前期（2023年1‐12

月期）と同水準, 

56.5%

好転見込

み, 23.5%

大幅好転

の見込み, 

0.0%
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＜問３＞現在抱えている経営課題

経営課題

回答数＝85

【上位３つまで】

③

1.2%

3.5%

2.4%

3.5%

9.4%

10.6%

10.6%

11.8%

12.9%

16.5%

17.6%

17.6%

21.2%

31.8%

43.5%

55.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

特になし

為替への対応

原材料・部品・商品の調達難

時間外労働の上限規制の適用

事業承継

賃金水準の見直し

資金繰り

同業者間の競争激化

業態転換・新規事業・新商品開発

デジタル化・DX

販路開拓

価格転嫁

人件費の上昇

原材料・部品・商品の調達コストの増加

人手不足、人材採用
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＜問４＞利用もしくは利用を予定した支援制度の利用状況

支援制度 利用状況

回答数＝47

【複数回答】

④

8.5%

0.0%

2.1%

2.1%

2.1%

2.1%

2.1%

4.3%

6.4%

10.6%

10.6%

10.6%

12.8%

14.9%

29.8%

31.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

その他

躍進的な事業推進のための設備投資支援事業（都）

制度融資（都）

新規事業展開支援事業（品川区）

人材スキルアップ支援助成（品川区）

DX・デジタル技術活用推進事業（品川区）

納税の猶予制度（国）

小規模事業者持続化補助金（国）

事業再構築補助金（国）

セーフティネット保証

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（国）

事業PR・販売促進支援助成（品川区）

IT導入補助金（国）

展示会出展助成事業（都）

制度融資（品川区）

日本政策金融公庫（中小事業・国民生活事業）の融資制度
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＜問５＞今後期待する税制に関する改善拡充について

今後期待する税制改善拡充

回答数＝76

⑤

【上位３つまで】

2.6%

2.6%

3.9%

6.6%

6.6%

9.2%

9.2%

11.8%

21.1%

22.4%

30.3%

34.2%

36.8%

56.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

外形標準課税

地方税関連（外形標準課税を除く）

研究開発税制

M&A関連税制

交際費課税の特例

カーボンニュートラル関連

少額減価償却資産の損金算入

インボイス制度

固定資産税の負担調整措置

消費税関連

賃上げ促進税制

事業承継税制・相続税関連

法人税
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＜問６＞今後期待する支援策について

今後期待する公的支援制度

回答数＝77

⑥

【複数回答】

5.2%

3.9%

5.2%

5.2%

9.1%

13.0%

14.3%

20.8%

24.7%

31.2%

31.2%

33.8%

41.6%

45.5%

45.5%

54.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

海外展開に対する支援

消費喚起に対する支援

支援策に関するセミナーや説明会、相談窓口の充実

公的手続きの完全オンライン化

カーボンニュートラルに対する支援

販路開拓に関する補助金、助成金等

物価高騰に対する支援

金融支援策（融資要件の緩和、優遇の継続）

人材育成に関する補助金、助成金等

デジタル化・DXに関する補助金、助成金等

賃上げに対する支援

人材採用に関する補助金、助成金等

設備導入に関する補助金、助成金等

雇用に関する補助金、助成金等

税制優遇の拡充
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【支援施策】

⚫ 支援を受けるための手続き等が煩雑。人件費の高騰を受け、申請においてもコスト高に直結して
いる。（製造業、サービス業 他）

⚫ 企業側に賃上げをする手立てがなかったら実施することで会社が潰れてしまう。賃上げを行った
企業に対する支援をしてもらいたい。（サービス業）

⚫ 販路開拓ができれば物価高騰や資金繰りも対応できることから、販路開拓を主とした「展示
会」・「サンプル」・「販促物」等への支援をお願いしたい 。（小売業）

⚫ 様々な補助金や助成金があるが、投資規模や企業規模が条件に合わず活用することができない。
大規模な投資に対する支援は中堅企業向けのものが多いため、要件の拡充を求める。（小売業）

⚫ 工業などものづくり関連の補助金・助成金は数多くあるが、商業（主に小売業）や不動産関連業
に対しての補助金や助成金の支援策が少ないので、拡充してもらいたい。（小売業）

【税制】

⚫ 製造に携わる原材料への税負担が経営の重荷になっている。（製造業）

⚫ 奨学金を抱える学生について返済補助に対する税制優遇を創設してもらいたい。（サービス業）

⚫ インボイス制度の廃止を求める。（製造業）

公的支援制度の拡充・改善希望

＜問７＞公的支援制度について、拡充・改善を希望する点

⑦
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非常に不足している, 

11.8%

不足している, 

62.4%

過不足はない, 

23.5%

過剰である, 1.2% 非常に過剰である, 

1.2%

＜問８＞人材不足の状況について

人材不足の状況
⑧

回答数＝85

【単一回答】
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＜問９＞人手不足による影響について

人材不足の状況
⑨

回答数＝64

【複数回答】

18.8%

15.6%

3.1%

12.5%

32.8%

35.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

具体的な影響はない

その他

事業の縮小・廃止（取扱商品・サービスの縮小、店舗の営業

時間短縮・受客抑制や事業所の一部閉鎖）

新規事業の立ち上げを見送った

事業の拡大（新規顧客や新規市場の開拓）を見送った

事業運営の具体的な支障が生じている（納期遅れ、品質・

サービスの低下等）
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＜問１０＞取り組んでいるまたは予定の人材不足への対策について

人材不足の状況
⑩

回答数＝63

【複数回答】

1.6%

6.3%

6.3%

11.1%

14.3%

15.9%

27.0%

33.3%

33.3%

34.9%

36.5%

41.3%

47.6%

68.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

その他

労働時間・残業時間の増加

事業の縮小・撤退

シニア人材の採用

外国人材の採用

女性・シニア・外国人材など多様な人材の活躍推進

業務プロセスの見直しによる業務効率化

外注の拡大

IT化等設備投資による生産性向上

パートタイマーなど有期雇用社員の採用活動強化

社員の能力開発による生産性向上

定年の延長・再雇用

正社員の採用活動強化（新卒人材）

正社員の採用活動強化（中途人材）
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＜問１１＞ＩＴツールの活用状況

ＩＴツールの活用
⑪

回答数＝85

【単一回答】

①口頭連絡、電話、帳

簿での業務が多い, 

16.5%

②紙や口頭でのやりとり

をITに置き換えている, 

23.5%

③ITを活用して社

内業務を効率化

している, 54.1%

④ITを差別化や競

争力強化に積極

的に活用してい

る, 5.9%
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＜問１２＞ＩＴツールの活用によって１.「得られた効果」(左)、2．「今後期待する効果」(右)

【複数回答】

⑫

回答数＝1.得られた効果 75
2.今後期待する効果 78

ＩＴツールの活用

97.3%

38.7%

21.3% 18.7%
16.0% 12.0%

6.7%
1.3%

78.2%

43.6% 42.3%

15.4%

26.9%
34.6%

29.5%

1.3%
0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

業
務
効
率
化

社
内
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
促
進

販
路
拡
大
、
顧
客
満
足
度
向
上

感
染
症
対
策
（
非
接
触
・
非
対
面
対
応
）

新
商
品
・
新
サ
ー
ビ
ス
の
開
発

人
材
育
成
・
技
能
継
承

人
材
の
採
用
数
・
定
着
率
向
上

そ
の
他
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＜問１３＞実施している脱炭素に関する取り組みについて

脱炭素の取り組み

回答数＝85

【複数回答】

⑬

42.4%

1.2%

0.0%

2.4%

3.5%

4.7%

4.7%

5.9%

14.1%

27.1%

34.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

取り組みは行っていない

その他

再エネ100％電力・ガスプランの活用

カーボン・オフセット（非化石証書やJ-クレジット制度による温

室効果ガス排出削減量の購入・売却等）

環境関連の認証制度（中小企業版SBT、RE Action、エコアクショ

ン21等）の取得

自家消費型太陽光発電の導入

環境ブランディング（脱炭素の取り組みによる自社製品やサービ

スの差別化）

脱炭素関連ビジネスの展開（脱炭素につながる製品・サービス・

技術の開発や販売等）

エネルギー使用量・温室効果ガス排出量の把握・測定

運用改善による省エネの推進

省エネ型設備への更新・新規導入
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■ 主なご意見

【期待する施策】

⚫ 少ないコストでできる脱炭素の取組を知りたい。（小売業）

⚫ 自社機械の省エネ性能がもっと明確に示せるようになれば良いと思っている。（製造業）

【ハードル】

⚫ 脱炭素の効果について明確ではない点がハードルになっている。（サービス業）

⚫ 原材料高騰により、脱炭素に取り組んでいる状況ではない。（製造業）

⚫ クリーンエネルギー導入によるコスト増がハードルになっている。（製造業）

⚫ 言われている脱炭素施策が本当に脱炭素化につながっているのか疑問。（サービス業）

⚫ 費用面の負担、補助金・助成金が多くないことと申請から交付までの煩雑さがハードルになっ
ている。 （製造業）

【その他】

⚫ 脱炭素について何から始めれば良いのか分からない。（製造業）

⚫ 情報サービスの資源は人材であるため、脱炭素の取り組みに繋がるようなものが少ないと感じ
ている。（情報サービス業）

脱炭素の取り組み

＜問１４＞脱炭素に関して取り組むハードルになっているものや期待する支援について

⑭



Copyright (C) The Tokyo Chamber of Commerce and Industry All right reserved.

＜問１５＞今後注力していきたいと考えている取り組み

今後注力していきたい取り組み

回答数＝81

【複数回答】

⑮

1.2%

11.1%

13.6%

17.3%

22.2%

24.7%

27.2%

28.4%

29.6%

30.9%

40.7%

43.2%

48.1%

50.6%

51.9%

51.9%

56.8%

60.5%

65.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他

海外展開

サプライチェーンの見直し

環境関連の対応（カーボンニュートラル等）

女性・シニア・外国人材の雇用

労務管理（テレワーク・時差出勤・副業など）

事業承継

価格転嫁の推進

新規分野、新規事業への進出

資金繰り、資金調達の強化

経費の削減（人件費除く）

既存顧客への営業強化

デジタル化・DX

人材定着

新規販路開拓

賃上げ

既存事業の付加価値増大

人材育成

業務の効率化



Copyright (C) The Tokyo Chamber of Commerce and Industry All right reserved.

■ 主なご意見

【支援施策】

⚫ 障がい者雇用に関する規制緩和（みなし雇用の推進） を求める。（サービス業）

⚫ タイムリーな補助金、助成金の案内をしてもらいたい。（建設業）

⚫ 不動産賃貸業や不動産業などの建物所有者に対して建替や修繕に対しての補助や助成があると、
それに伴う建築業や物販業に効果が波及していくのではないかと思う。 （サービス業）

⚫ 前向きに取り組む企業の支援策を積極的に打ち出してほしい。 （サービス業）

⚫ 補助金、助成金の活用方法や高齢化社会での企業経営の在り方等について知りたい。（製造業）

【税制】

⚫ インボイス制度の廃止を強く要望する。（製造業）

【その他】

⚫ 品川区は今後、区庁舎をはじめリニア新幹線など数多くの観光客やビジネス客の誘致が可能であ
ることから、規制緩和や特区民泊などの戦略を進めてもらいたい。 （サービス業）

その他ご意見

＜問１６＞都政・区政・東商へのご意見、ご要望について

⑯
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